
 財務省第２入札等監視委員会平成23年度第３回定例会議審議概要  

開 催 日 及 び 場 所 平成24年３月27日（火） 仙台国税局３階会議室 

委 員

委員長 高田 敏文  （東北大学大学院経済学研究科会計大学院教授） 

委 員 青木 雅明  （東北大学大学院経済学研究科会計大学院教授） 

委 員 髙木 龍一郎 （東北学院大学法学部長法学部教授） 

審 議 対 象 期 間 平成23年10月１日（土）～ 平成23年12月31日（土） 

抽 出 案 件 ４件 （備考） 

競争入札（公共工事） １件 

契 約 件 名：(H23)角五郎住宅ほか３住宅外壁改修その他工事 
契約相手方：株式会社小又建設 
契 約 金 額：171,150,000円 
契約締結日：平成23年10月７日 
担 当 部 局：東北財務局総務部会計課 

随意契約（公共工事） －件  

競争入札（物品役務等） ３件 

契 約 件 名：国有地売払に関する新聞広告業務（第29回期間入札）
契約相手方：株式会社東日本広告社 
契 約 金 額：5,880,000円 
契約締結日：平成23年12月20日 
担 当 部 局：東北財務局総務部会計課 

契 約 件 名：確定申告電話相談センター運営委託業務 
契約相手方：東京ソフト株式会社 
契 約 金 額：36,960,708円 
契約締結日：平成23年11月30日 
担 当 部 局：仙台国税局総務部会計課 

契 約 件 名：事務用いすの購入等一式 
契約相手方：株式会社東和商会 
契 約 金 額：25,999,050円 
契約締結日：平成23年10月27日 
担 当 部 局：仙台国税局総務部会計課 

随意契約（物品役務等） －件  

応札（応募）業者数１者関連 １件 
※ 競争入札（物品役務等）国有地売払に関する新聞広告業務（第

29回期間入札）に同じ 

委員からの意見・質問、

それに対する回答等

意 見 ・ 質 問 回 答 

次葉のとおり 次葉のとおり 

委員会による意見の

具申又は勧告の内容
なし  



 

 意 見 ・ 質 問 回 答 

【事案１】 
契 約 件 名：(H23)角五郎住宅ほか３住宅外壁改修

その他工事 
契約相手方：株式会社小又建設 
契 約 金 額：171,150,000円 
契約締結日：平成23年10月７日 
担 当 部 局：東北財務局総務部会計課 
 

低入札調査内容のうち、資材購入費について、
落札者の積算価格と予定価格に開差が認められる
が、予定価格は震災の影響による資材の高騰を考
慮して積算したのか。 
  
 
 現場管理費及び一般管理費について、落札者の
積算価格と予定価格に開差が認められるが、落札
者の積算価格では適切な人員配置等の安全管理面
に問題はないのか。 
 
 
 
 
 
【事案２】 
契 約 件 名：国有地売払に関する新聞広告業務（第

29回期間入札） 
契約相手方：株式会社東日本広告社 
契 約 金 額：5,880,000円 
契約締結日：平成23年12月20日 
担 当 部 局：東北財務局総務部会計課 
 
 特殊な技能を必要としない業務だと思われる
が、１者応札となっている理由は何か。 
 
 
 
 
 
【事案３】 
契 約 件 名：確定申告電話相談センター運営委託

業務 
契約相手方：東京ソフト株式会社 
契 約 金 額：36,960,708円 
契約締結日：平成23年11月30日 
担 当 部 局：仙台国税局総務部会計課 
   

当該業務に使用するパソコンのＯＳの仕様につ
いて、WindowsXPとなっているが、当該ＯＳは４月
でサポート期間が終了するため、業務履行に問題
はなかったか。 

 
 
オペレーターは、税務相談業務については一切

行わないということなのか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 予定価格の積算に当たっては、震災後、メーカー
からの見積徴取及び実勢価格の聴取等を行った上
で算定している。 
なお、震災後、資材の価格はさほど高騰してい

ない。 
 
 業者からは、積算内訳の確認を行った上で適切
に現場管理が行えることを確認している。 
 また、着工後は、別途契約している設計監理事
務所が、第三者的立場で進行管理を行っている上、
当局においても直接現場に行き、監視を行ってい
るため、問題はないと考えている。 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 当該業務は、各新聞社と代理店契約を結んでな
ければ履行できないと聞いており、各新聞社と代
理店契約を結んでいる業者が限られているためで
はないかと考えている。 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 業務履行期間は３月15日までであり問題はな
かったが、今後の仕様書の作成に当たっては、サ
ポート期間等も含め、業務に関連する場合は、適
切に反映させていく必要があると考える。 
 
 
 オペレーターの業務は、申告受付時間等の簡易
な質問への回答及び職員又は税理士へ電話の振り
分け等を行うものであり、税務相談については一
切行っていない。 
 



 意 見 ・ 質 問 回 答 

【事案４】 
契 約 件 名：事務用いすの購入等一式 
契約相手方：株式会社東和商会 
契 約 金 額：25,999,050円 
契約締結日：平成23年10月27日 
担 当 部 局：仙台国税局総務部会計課 
  
 予定価格の積算に当たって、２者から市況価格
を聴取しているが、他の入札参加者からも聴取す
る必要はないのか。 
 
 
 
 
 
 落札した製品は、結果として基準製品ではない
メーカーの製品となっているが、どのような理由
か。 
 
 
 
 
 
 
 机やいすに関して更新基準は設けているのか。
 
 
 
 
 
【総評】 
１ 審議した４件の事案に係る入札手続及び入札
は、適正に行われたと了解した。 

 
２ 要望として２点申し上げたい。 
（１）予定価格の積算金額と、落札者の積算金額

に大きな開差がある場合は、仕様書どおりの
業務が適正に行われるか、十分な確認を行っ
ていただきたい。 

（２）特定のサービス業務をまとめて発注する案
件について、結果として応札者が極めて少な
くなるような場合は、入札制度の趣旨である
多数の希望者を競争に参加させるという点を
損なうことのないよう、応札者を増やすこと
に配意いただきたい。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 予定価格の積算に当たっては、仕様を満たす各
メーカーの製品のうち、定価が最も安価な製品を
基準製品として、その製品の取扱業者に対し市況
価格等を聴取した上で、予定価格の積算の資料と
しているため、基準製品を取扱っていない業者か
らは聴取を行っていない。 
 
 
前述のとおり、予定価格の積算に当たっては、

仕様を満たす各メーカーの製品のうち、定価が最
も安価な製品を基準製品としている。 
入札価格はメーカーから応札業者に対する製品

の納入率に左右されるところであり、本案件につ
いては、落札した製品のメーカーの納入率が大幅
に低かったためと聞いている。 
 
 
明確な更新基準は設けていないが、今回更新し

たいすは平成２年頃に取得したものであり、経年
劣化が激しくなっていたことから、年度当初に更
新計画を策定の上、更新を行ったものである。 

 


